2018年狛江市予算に対する提案書
　
市民参加・まちづくり　　
○　市民センター（公民館･図書館）の改修については、期待する役割と必要な機能について議論が不十分である。財政負担などを含め、若者など将来世代や未利用者など多くの市民の意見が反映できるようにすること。無作為抽出アンケ－トだけではなく、パブコメ・市民説明会での意見収集も行い、市民センターそのもののあり方を慎重に検討すること。
○　北部児童館(仮)の建設にあたって、防音室の設置や利用時間などに要望がだせるように、中高生を含めた子ども参加で検討すること。

○「市民食堂」は一人でも安心して栄養バランスのとれるようなメニューや価格にするよう検討をうながすこと。
○　災害時、避難所運営が落ち着くまでの対策として液体ミルクも備蓄すること

○　中高生や小学校高学年が災害時の支援者となれるよう、学校と避難所運営協議会が連携する体制を整えること。

○　中央図書館の開館時間を９～20時までに延長すること。
○　夕方5時に流れる「水と緑のまち狛江」で子ども達は帰宅するが、冬期は暗くなるのが早いので、4時半に流すようにするか、年間4時半と5時に違う曲を流すなど工夫して欲しい。
○　障害者手帳提示でこまバスを無料にできるよう検討すること。
○　高齢者の外出支援のためにも、ベンチの計画的な設置を進めること。緑地公園は散策する高齢者も多いことから適切な配置を望む。

○　小田急バスと狛バスの運行時間が接近している。改善を申し入れること。

 ＬＧＢＴ

○　平成28年度に職員が人権課題としてのLGBTを正しく理解するための研修が行われたことを評価する。他自治体の先進例を参考として、同性パートナー証明書の発行などについて検討すること。

○　学校でのＬＧＢＴ理解を進めるために、教職員・保護者が学習する機会を設けること。関連図書など利用し、理解啓発を行うこと。
子ども・教育

○　特別支援教育に関しては、継続して研修会等に積極的に参加するようにすること。現場に活かせる実践的な力をつけること。

○　心理テストハイパーQUは、現在実施している悉皆での取り組みをやめ、学校長や教員の判断で希望があれば実施する。

○　公民館や各地域センターに学習支援の情報を置く。学習支援に関心ある高齢者や未就労の若者、学習指導を受けたい子どもたちのネットワークができるように工夫すること。
○　中学校は義務教育なのにお金がかかりすぎる。経済的負担軽減について、教育委員会としても検討すること。たとえば使用頻度が低いのに高価な柔道着などは卒業生からの寄付を募り、数年かけてレンタル制を実現するなど。
○　保育園の待機児童対策と同様、今後利用者が増えると見込まれる放課後対策（学童、放課後クラブ、小学生クラブ、Kokoa）の条件整備(広さや時間)と質の確保に努めること。
○　プレーパークは来場者が目標を大きく上回っていることをふまえ、開催日を週５日にすること。

○　既存の公園の見直しも含め子どもの遊び場を整備すること。子どもの遊び場のない岩戸北地域の公園確保を早急に行うこと。
○　児童公園遊具の点検・修理を徹底すること。（シーソーが壊れていた。一年前も同じところが壊れていたとの報告）
○　都市農業の価値が見直されている。2022年生産緑地法の期限を迎えるにあたり、農家が手放さざるを得ない農地を福祉農園や農業公園などとして守る方策を農業委員会で検討をすること。
福祉

○　総合事業通所サービスAの報酬単価の引き上げと、内容の評価を行うこと。

総合事業において市が事業者に望むサービス内容が明確ではない。これまで通りの介護

予防、生活支援をサービスAに望むのであれば報酬単価が低すぎる。地域密着型に整理

された小規模事業所では、質を担保しようとすれば事業継続ができなくなるほどの受け

入れは不可能である。特に通所サービスAの場合は送迎が不可欠である。また、配置基

準の緩和をした場合の危険性や数名の対象者にだけ通常のサービスとは違うサービスを

提供できるほど事業所面積は広くない。
○　通所サービスBはサービス内容によって一般介護予防と区別をつけ、多様な担い手の

創出だけでなく、介護保険財源でやるべきサービス内容を明らかにすること。

○　地域包括支援センターはケアプランの見直しをせめて半年に一度は行うこと。

○　総合事業に関する苦情受付窓口を設置し、市民に周知すること。

○　多職種連携は年一回だけでなく、またICTの導入だけにまかせるのではなく、医師会

の在宅医療に積極的な若手医師らと連携し、市内で定期的な顔の見える関係で開催できるよう市としても呼びかけ、開催場所の提供など支援すること。

○　地域包括支援ケアシステムの構築はまちづくりです。市民の参加を積極的によびかけ、庁内の横断的連携を進めること。

○　生活支援コーディネーターを2層にあたる各地域包括に配置し、生活支援サービスの

質を維持し、地域課題を住民とともに解決すること。

○　在宅ケアの充実のために、医療的ケアが必要になっても、地域で暮らし続けることが

できるよう、第7期介護保険事業計画に、看護小規模多機能型居宅サービスの導入を　　　進めること。

ただし、のどかの失敗例を繰り返さないよう、市としても、訪問看護ステーション、　　ケアハウス、かかりつけ医などを関連させてすすめること。

○　地域密着型サービス提供事業所の評価システムを運営推進会議だけにまかせず、市と

しても保険者、地域密着型の指定権者として考えるべき。国保連合会への苦情を申し立てだけでなく、オンブズマンや市民参加型のしくみを構築すること。

○　市民も相談できる在宅医療相談窓口の設置をおこなうこと。

○　狛江市で東京都の認知症サポート医療研修を受けた医師を把握し、認知症初期集中チ

ームとして活動してもらう事と、医師、制度の周知を図ること。
○　障がいのある人たちが地域で生活するための拠点が求められている。引き続き障がい者支援拠点の推進に努めること。

環境
○　便利、軽いと増え続けるペットボトルはリサイクル処理費用として、多額の税金が掛かっている。これからもペットボトルの削減にむけて、ペットボトル500ｃｃ1本の５円のリサイクル費用、マイボトル運動の推進などを「こまエコ通信」、ホームページだけでなく「広報こまえ」に随時掲載し市民に周知させること。

○　災害時の救出活動を容易にするためにも隣家との間の生垣にも「緑のまち推進補助制度」を適用できるよう見直しの際、前向きに検討すること。

○　樹林地を保全するために財源を計画的に確保すること。

○　雨水浸透マス設置は地下水の涵養のみならず都市型洪水の防止にも寄与している。既存住宅にも費用援助が出ることを周知すること。雨水浸透マス・雨水貯留槽の費用助成を引き続き「こまエコ通信」、ホームページ、「広報こまえ」に掲載し周知させること。

○　再生可能エネルギー、省エネルギーを普及推進するためにも太陽光発電等で得られた余剰電力を蓄える蓄電システムへ助成すること。災害時に避難所に提供できるよう進めること。
また太陽光発電のみならず、風力・水力の設備に向けて研究し実用化をすすめること。多摩川流域自治体に働きかけ多摩川での小水力発電事業を進めること。
○　「井戸水提供の家」の井戸の動力はほとんど電動式モータである。非常時には手押しポンプが圧倒的に優位である。「井戸水提供の家」をヒアリングしたところ手押しポン　　プは手入れ（毎日漕ぐことなど）や部品が手に入りにくいなど苦慮しているところが多かった。修理など適切な補助をすること。　

· 「井戸水提供の家」の標識が出ているところが少ない。標識の設置を促すこと。

· 市民が積極的に協力できるような「井戸水提供の家」の広報をすること。

○　東京都化学物質の子どもガイドライン(殺虫剤樹木散布編)に基づき、街路樹や学校・公共施設の殺虫剤散布は最低限とし、やむなく散布する場合は時間を工夫し、周辺への注意喚起をしっかりすること。
○　新しく設置された水神前近くの木の下のベンチは利用者が多いが、たばこの吸い殻が絶えない。ポイ捨て禁止の看板を掲示すること。
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